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( 注 ) ①（　）は早期健全化基準※を示す。
②赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」表示となります。

◆健全化判断比率とは
自治体の財政状況を早期に把握し、破たんを防ぐことをねらいとして制定されたものです。

単位％

比 率 名

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

27 年度
ー

（11.92）

ー
（16.92）

3.7
（25.0）

54.9
（350.0）

26 年度
ー

（11.94）

ー
（16.94）

3.6
（25.0）

57.1
（350.0）

健全化判断比率27
年度

歳
入
に
つ
い
て
、
前
年

度(

平
成
26
年
度)

決
算

額
と
の
比
較
で
は
、
約
16

億
１
千
万
円
の
減
。
地
方

消
費
税
交
付
金
が
約
８
億

２
千
万
円
、
国
庫
支
出
金

及
び
市
税
が
約
３
億
５
千

万
円
の
増
と
な
っ
た
一
方

で
、
市
債
が
約
23
億
５
千

万
円
、
繰
入
金
が
約
10
億

５
千
万
円
の
減
。
市
税
の

内
訳
で
は
市
民
税
が
約
２

億
５
千
万
円
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

歳
出
に
つ
い
て
、
前
年

度
と
の
比
較
で
は
、
約
20

億
４
千
万
円
の
減
。
歳
出

の
う
ち
、
民
生
費
が
45
・

２
％
、土
木
費
が
11
・９
％
、

総
務
費
が
11
・
８
％
、
教

育
費
が
10
・
５
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。
支
出
科
目
の

う
ち
、
工
事
請
負
費
に
つ

い
て
は
上
戸
田
福
祉
セ
ン

タ
ー
再
整
備
工
事
、
市
内

３
駅
の
自
転
車
駐
車
場
改

修
等
工
事
な
ど
で
約
32
億

７
千
万
円
、
前
年
度
と
比

較
す
る
と
約
31
億
５
千
万

円
の
大
幅
減
。
ま
た
、
公

有
財
産
購
入
費
は
、(
仮

称)

１
号
公
園
用
地
や
新

曽
中
央
地
区
都
市
整
備
事

業
用
地
の
土
地
購
入
費
な

ど
合
計
約
11
億
５
千
万
円

と
な
っ
て
お
り
、
前
年
度

と
比
較
す
る
と
約
５
億
７

千
万
円
の
大
幅
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

９
月
定
例
会
は
８
月
25
日
か
ら
９
月
27
日
ま
で
の
34

日
間
の
会
期
で
開
か
れ
、
提
出
さ
れ
た
43
件
の
決
算
・

議
案
等
を
、
い
ず
れ
も
認
定
・
可
決
・
承
認
し
ま
し
た
。

本
会
議
で
は
、
４
議
案
に
対
し
延
べ
９
人
の
議
員
が
質

疑
を
し
、
決
算
及
び
議
案
、
各
１
件
に
対
し
４
人
の
議

歳
入
歳
出
差
引
残
額
、

約
22
億
円
は
、
全
額
、
平

成
28
年
度
に
繰
り
越
し
ま

し
た
。

※
27
年
度
一
般
会
計
決
算

に
対
す
る
討
論
は
、
４

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い

ま
す
。

27
年
度
一
般
会
計
決
算

9月
定例会
9月
定例会

平成28年

8月25日～
　　9月27日

員
が
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
４
日
間
に
わ
た
る
一
般
質
問
で
は
、
16
人
の

議
員
が
活
発
な
論
戦
を
展
開
し
ま
し
た
。
最
終
日
に
は
、

議
員
提
出
議
案
と
し
て
意
見
書
２
件
が
提
案
さ
れ
、
可

決
を
し
ま
し
た
。

委
員
会
の
審
査
か
ら

監
査
報
告

主
な
議
案
等

委
員
会
視
察
レ
ポ
ー
ト

市税収入　
        3億５千万円増

( 注 ) 特別会計は 12会計の合計額

歳　　入
(1年間の収入 )

歳　　出
(1年間の支出 )

歳　　入

歳　　出

５０５億６１１３万円

４８３億５６２４万円

２７１億２９２８万円

２６０億５２６８万円

前年度比

3.1％減

4.0％減

14.7％増

15.0％増

※千円単位は四捨五入

平成27年度決算を認定

平成 27年度

特別会計

平成27年度

一般会計

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

24億 8895万円

22億 2813万円

　　　3512万円

９億　481万円

水道事業会計
収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

26億　858万円

26億 7113万円

10億 6161万円

17億 9838万円

下水道事業会計

  平

成2
7年度

　
決

算を認定しま
した

認 定

委
員
会
の
審
査
か
ら

監
査
報
告

一
般
会
計
に
つ
い
て
、

実
質
収
支
額
は
約
20
億
７

６
９
３
万
円
の
黒
字
と
な

っ
て
い
る
。
歳
入
は
、
前

年
度
と
比
べ
約
16
億
１
１

８
１
万
円
の
減
。
歳
入
の

根
幹
で
あ
る
市
税
に
つ
い

て
は
、
市
た
ば
こ
税
以
外

の
全
て
に
お
い
て
前
年
度

と
比
べ
て
増
と
な
っ
て
い

る
。
歳
出
は
、
前
年
度
と

比
べ
て
約
20
億
３
５
３
６

万
円
の
減
。
支
出
増
と
な

っ
た
主
な
も
の
は
、
諸
支

出
金
、
教
育
費
、
衛
生
費
。

支
出
減
と
な
っ
た
主
な
も

の
は
、
民
生
費
、
消
防
費
、

総
務
費
と
な
っ
て
い
る
。

特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、

実
質
収
支
額
は
約
10
億
１

４
９
万
円
の
黒
字
と
な
っ

て
い
る
。

水
道
事
業
会
計
に
つ
い

て
は
、
収
益
的
収
支
の
純

利
益
は
前
年
度
と
比
べ
て

約
１
億
７
４
４
３
万
円
の

増
。
資
本
的
収
支
に
つ
い

て
は
約
８
億
６
９
６
８
万

円
の
不
足
と
な
っ
て
お

り
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
、

減
債
積
立
金
な
ど
で
補ほ

て
ん填

さ
れ
て
い
る
。
固
定
資
産

対
長
期
資
本
比
率
が
98
・

02
％
と
な
っ
て
お
り
、
こ

の
比
率
が
１
０
０
％
を
超

え
る
こ
と
は
、
固
定
資
産

の
一
部
が
一
時
借
入
金
等

の
流
動
負
債
に
よ
っ
て
調

達
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
意

味
す
る
。
本
市
の
場
合
、

率
が
上
昇
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
今
後
の
動
向
に
注

意
が
必
要
で
あ
る
。
水
道

事
業
の
経
営
指
標
で
も
あ

る
有
収
率
は
92
・
９
％
で

前
年
度
と
比
較
し
て
０
・

６
ポ
イ
ン
ト
上
が
っ
て
お

り
、
い
ま
だ
高
い
水
準
を

維
持
し
て
い
る
。

下
水
道
事
業
会
計
に
つ

い
て
は
、
収
益
的
収
支
の

純
損
失
が
約
６
２
５
４
万

円
、
計
上
さ
れ
て
い
る
。

資
本
的
収
支
に
つ
い
て
は

約
７
億
３
６
７
６
万
円
の

不
足
と
な
っ
て
お
り
、
損

益
勘
定
留
保
資
金
な
ど
で

補ほ
て
ん填
さ
れ
て
い
る
。
固
定

資
産
対
長
期
資
本
比
率
が

１
０
１
・
05
％
に
な
っ
て

お
り
、
水
道
事
業
会
計
と

同
様
、
今
後
の
動
向
に
注

意
が
必
要
で
あ
る
。
経
営

指
標
で
は
、
年
度
末
に
お

け
る
処
理
区
域
面
積
は
前

年
度
と
比
較
し
て
０
・

９
％
、
水
洗
化
人
口
は
２・

８
％
の
増
加
と
な
っ
て
お

り
、
水
洗
化
率
は
88・０
％

で
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い

る
。
下
水
道
事
業
会
計
に

お
い
て
は
、
企
業
債
未
償

還
残
高
に
係
る
支
払
利
息

に
つ
い
て
、
総
費
用
に
占

め
る
割
合
が
７
・
９
％
、

使
用
料
収
入
に
対
す
る
割

合
が
21
・
１
％
と
高
い
値

と
な
っ
て
お
り
、
企
業
債

へ
の
依
存
の
高
さ
を
表
し

て
い
る
。
下
水
道
事
業
会

計
に
お
け
る
将
来
へ
の
負

担
の
あ
り
方
を
含
め
た
課

題
と
捉
え
る
べ
き
で
あ
る
。

「
平
成
27
年
度
決
算 
監
査
報
告
」

小
川 
代
表
監
査
委
員

平成2７年度一般会計決算を認定

※早期健全化基準……財政状況が悪化した場合において、自主的・計画的に財政の健全化を図るべき基準として定められ
た数値です。


